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・中尾 雄介：丹下健三の都市計画における設計手法に関する研究 : ピロティ・コア・広場及び軸を視点と
した設計手法の分析,日本建築学会学術講演梗概集. F-2, 建築歴史・意匠 2005, 743-744, 2005-07-31
丹下健三による庁舎を対象として、都市軸や広場の計画など、都市的な視点から分析を行ったもの。
・酒井 直哉他 ：「一団地の官公庁施設の建設に関する法律」における官庁街計画の完成度に関する研究,
日本建築学会学術講演梗概集 2014(都市計画), 369-370, 2014-09-12
都道府県庁舎を官庁街という側面から捉え、その建設に関する法律で指定された地区を中心にその計画時と
現在の状態を比較し、その完成度から社会的需要や今後の官庁街のあり方について述べる。
・巌佐 朋広、松浦 健治郎、浦山 益郎：街路のアイキャッチに配置された戦前の都道府県庁舎の配置計画
に関する研究,日本建築学会東海支部研究報告集 (46), 621-624, 2008-02-16
都道府県庁舎の配置計画について、直行する前面道路と歩道からの延長線との関係性から庁舎の対称性につ
いて分析を行う。
・村山 道隆、小西 敏正：近代建築の動態保存に関する用途変更と構法の研究 : ,学術講演梗概集. E-1, 






















































床面積 階数 低層 中高層 超高層
北海道 1968 久米建築事務所 55,652㎡ 12 1 2 0
青森県 1961 谷口吉郎 27,168㎡ 8 0 3 0
岩手県 1965 山下設計 37,412㎡ 12 0 0 0
宮城県 1989 三菱地所 72,472㎡ 18 0 0 0
秋田県 1959 建設省営繕課 27,927㎡ 7 0 2 0
山形県 1975 山下設計 51,614㎡ 16 0 0 0
福島県 1954 山下設計 21,958㎡ 5 0 1 0
茨城県 1999 松田平田設計 81,394㎡ 25 0 0 0
栃木県 2007 日本設計 65,650㎡ 15 2 0 0
群馬県 1999 佐藤総合計画 83,503㎡ 33 0 0 0
埼玉県 1955 共同建築研究所 26,037㎡ 5 3 1 0
千葉県 1996 松田平田設計 34,458㎡ 20 0 2 0
東京都 1991 丹下健三 195,567㎡ 45 0 0 1
神奈川県 1928 小尾嘉郎原案・県 37,038㎡ 5 0 3 0
新潟県 1985 日建設計 45,498㎡ 18 0 0 0
富山県 1935 県（顧問：大熊喜邦） 10,005㎡ 5 2 0 0
石川県 2002 山下設計 68,975㎡ 19 0 0 0
福井県 1981 日建設計 43,173㎡ 11 0 0 0
山梨県 1963 明石信道 10,414㎡ 8 2 1 0
長野県 1968 建設省営繕局 49,139㎡ 10 2 0 0
岐阜県 1966 日建設計 43,530㎡ 12 1 0 0
静岡県 1970 日建設計 25,159㎡ 16 1 1 0
愛知県 1938 西村好時・渡辺仁・県 33,705㎡ 6 0 1 0
三重県 1964 東畑建築事務所 29,467㎡ 8 1 0 0
滋賀県 1939 佐藤功一・国枝博 15,540㎡ 4 2 2 0
京都府 1990 岡田新一 14,612㎡ 6 1 1 0
大阪府 1925 平林金吾・岡本碧・府 28,746㎡ 6 0 3 0
兵庫県 1964 兵庫県建築部 24,905㎡ 13 1 2 0
奈良県 1965 建設省近畿地建 17,440㎡ 6 1 1 0
和歌山県 1938 県（顧問：内田祥三） 11,552㎡ 4 0 3 0
鳥取県 1962 建設省営繕局 23,532㎡ 7 0 1 0
島根県 1959 建設省営繕局 20,856㎡ 6 4 1 0
岡山県 1957 前川国男 25,717㎡ 9 3 0 0
広島県 1956 日建設計 33,296㎡ 6 3 1 1
山口県 1984 日建設計 72,000㎡ 15 1 0 0
徳島県 1986 日本設計 54,135㎡ 11 0 0 0
香川県 2000 丹下健三 41,464㎡ 21 0 2 0
愛媛県 1929 木子七郎 20,398㎡ 4 0 2 0
高知県 1962 岸田建築研究所 23,694㎡ 6 1 1 0
福岡県 1981 黒川紀章 77,082㎡ 11 0 0 0
佐賀県 1991 安井建築設計事務所 37,227㎡ 12 1 0 0
長崎県 1953 日建設計 14,468㎡ 6 1 3 0
熊本県 1967 久米建築事務所 45,105㎡ 13 0 1 0
大分県 1962 建設省九州地建 29,488㎡ 9 0 1 1
宮崎県 1931 置塩章 9,694㎡ 3 5 5 0
鹿児島県 1996 佐藤総合計画 78,622㎡ 18 0 0 0




































































































































低層分庁型 2 4 2
中高層本庁型 2 3 1
2中高層分庁型 1 1 5 11
超高層本庁型 1 2 3 1
超高層分庁型 1 1 2 2


















































































床面積 階 低層 中高 超高
神奈川県 1928 小尾嘉郎原案・県 37,038㎡ 5 0 3 0
富山県 1935 県（顧問：大熊喜邦） 10,005㎡ 5 2 0 0
滋賀県 1939 佐藤功一・国枝博 15,540㎡ 4 2 2 0
和歌山県 1938 県（顧問：内田祥三） 11,552㎡ 4 0 3 0
宮崎県 1931 置塩章 9,694㎡ 3 5 5 0
愛媛県 1929 木子七郎 20,398㎡ 4 0 2 0
愛知県 1938 西村好時・渡辺仁・県 33,705㎡ 6 0 1 0










床面積 階 低層 中高 超高
福島県 1954 山下設計 21,958㎡ 5 0 1 0
埼玉県 1955 共同建築研究所 26,037㎡ 5 3 1 0
秋田県 1959 建設省営繕課 27,927㎡ 7 0 2 0
島根県 1959 建設省営繕局 20,856㎡ 6 4 1 0
岡山県 1957 前川国男 25,717㎡ 9 3 0 0
広島県 1956 日建設計 33,296㎡ 6 3 1 1






































































































































































床面積 階 低層 中高 超高
青森県 1961 谷口吉郎 27,168㎡ 8 0 3 0
山梨県 1963 明石信道 10,414㎡ 8 2 1 0
三重県 1964 東畑建築事務所 29,467㎡ 8 1 0 0
兵庫県 1964 兵庫県建築部 24,905㎡ 13 1 2 0
奈良県 1965 建設省近畿地建 17,440㎡ 6 1 1 0
高知県 1962 岸田建築研究所 23,694㎡ 6 1 1 0








床面積 階 低層 中高 超高
長野県 1968 建設省営繕局 49,139㎡ 10 2 0 0
鳥取県 1962 建設省営繕局 23,532㎡ 7 0 1 0
熊本県 1967 久米建築事務所 45,105㎡ 13 0 1 0
大分県 1962 建設省九州地建 29,488㎡ 9 0 1 1
岐阜県 1966 日建設計 43,530㎡ 12 0 0 0


















































































床面積 階 低層 中高 超高
静岡県 1970 日建設計 25,159㎡ 16 1 1 0












床面積 階 低層 中高 超高
福井県 1981 日建設計 43,173㎡ 11 0 0 0
徳島県 1986 日本設計 54,135㎡ 11 0 0 0
福岡県 1981 黒川紀章 77,082㎡ 11 0 0 0
山口県 1984 日建設計 72,000㎡ 15 1 0 0
宮城県 1989 三菱地所 72,472㎡ 18 0 0 0































































































































































床面積 階 低層 中高 超高
沖縄県 1990 黒川紀章 78,243㎡ 14 0 0 0
千葉県 1996 松田平田設計 34,458㎡ 20 0 2 0
東京都 1991 丹下健三 195,567㎡ 45 0 0 1
茨城県 1999 松田平田設計 81,394㎡ 25 0 0 0
群馬県 1999 佐藤総合計画 83,503㎡ 33 0 0 0




















































































床面積 階 低層 中高 超高
栃木県 2007 日本設計 65,650㎡ 15 2 0 0
香川県 2000 丹下健三 41,464㎡ 21 0 2 0











































































































1 広島県 1956 建築文化1956.10
11 宮城県 1989 新建築1989
2 東京都 1958 新建築1958.6
12 沖縄県 1990 新建築1990.10
3 奈良県 1965 新建築1965.5
13 東京都 1991 新建築1991.6
4 岩手県 1965 建築文化1965.7
14 千葉県 1996 設計社HP
5 神奈川県 1966 新建築1966.9
15 鹿児島県 1996 新建築1997.3
6 静岡県 1970 新建築1970.8
16 茨城県 1999 新建築1999.8
7 福井県 1981 新建築1982.4
17 群馬県 1999 新建築2013.10
8 山口県 1984 公共建築1985
18 香川県 2000 新建築2000.6
9 新潟県 1985 新建築1985.9
19 栃木県 2007 設計社HP




































































































































































松浦 健治郎他：官庁街の変遷と都市デザイン手法に関する研究 , 日本建築学会学術講演梗概集 . F-1, 






































































No. 都道府県名 敷地面積 立地条件 No. 都道府県名 敷地面積 立地条件
1 北海道 58256 C 25 滋賀県 24826 C
2 青森県 26987 C 26 京都府 41253 C
3 岩手県 20895 A 27 大阪府 32584 A
4 宮城県 39128 C 28 兵庫県 22968 B
5 秋田県 46643 E 29 奈良県 24865 C
6 山形県 102220 E 30 和歌山県 20305 A
7 福島県 54612 A 31 鳥取県 33614 A
8 茨城県 157110 F 32 島根県 33486 A
9 栃木県 35477 C 33 岡山県 21016 D
10 群馬県 52232 A 34 広島県 41735 A
11 埼玉県 55142 C 35 山口県 78488 C
12 千葉県 20213 B 36 徳島県 34465 A
13 東京都 51647 F 37 香川県 34927 D
14 神奈川県 21281 B 38 愛媛県 29178 A
15 新潟県 102670 F 39 高知県 38936 A
16 富山県 37538 D 40 福岡県 81362 F
17 石川県 85782 E 41 佐賀県 22819 A
18 福井県 30894 A 42 長崎県 13587 B
19 山梨県 25153 A 43 熊本県 59187 F
20 長野県 32629 C 44 大分県 31946 A
21 岐阜県 78134 E 45 宮崎県 34738 C
22 静岡県 16786 A 46 鹿児島県 94288 F
23 愛知県 32715 A 47 沖縄県 44503 C












































稲村 肇他 : 行政機関の移転が都市機能立地に与える影響 : 山形市を例にして , 土木計画学研究・論文
集 16, 265-272, 1999
庁舎の老朽化、業務増加による施設の狭隘化、駐車場の確保のために 1975 年に都心から同市郊外へ約
3km へ移転した山形県庁舎を対象として、その周辺での企業や外郭団体の立地変化について 1975 年、














5 秋田県 1959 A E 取り壊し 空地（かつては産業会館）
6 山形県 1975 C E 保存 郷土館、資料館として使用
8 茨城県 1999 A F 保存 三の丸庁舎として使用
13 東京都 1991 A F 取り壊し 東京国際フォーラム
15 新潟県 1985 C F 取り壊し 新潟市庁舎
17 石川県 2002 A E 一部保存 レストランや会議場として使用
21 岐阜県 1966 C E 一部保存 閉鎖中（2013年まで総合庁舎として使用）
40 福岡県 1981 C F 取り壊し アクロス福岡
43 熊本県 1967 C F 取り壊し 交通センター



























































47 県庁所在自治体の内、景観計画を策定している自治体は 40 事例で、その中で、都道府県庁舎が含まれ
る範囲を重点地区に指定している自治体は 13 事例であった。表にその一覧を示す。
都道府県名 景観計画 重点地区 都道府県名 景観計画 重点地区 都道府県名 景観計画 重点地区
北海道 ◯ × 石川県 ◯ × 岡山県 ◯ ◯
青森県 × × 福井県 ◯ × 広島県 ◯ ×
岩手県 ◯ × 山梨県 ◯ × 山口県 ◯ ×
宮城県 ◯ ◯ 長野県 ◯ × 徳島県 ◯ ×
秋田県 ◯ × 岐阜県 ◯ × 香川県 ◯ ×
山形県 ◯ × 静岡県 ◯ ◯ 愛媛県 × ×
福島県 ◯ × 愛知県 ◯ × 高知県 ◯ ◯
茨城県 ◯ ◯ 三重県 ◯ × 福岡県 ◯ ×
栃木県 ◯ × 滋賀県 ◯ × 佐賀県 ◯ ◯
群馬県 ◯ × 京都府 ◯ ◯ 長崎県 ◯ ×
埼玉県 ◯ × 大阪府 ◯ × 熊本県 ◯ ◯
千葉県 ◯ × 兵庫県 ◯ × 大分県 ◯ ◯
東京都 ◯ ◯ 奈良県 ◯ ◯ 宮崎県 ◯ ×
神奈川県 ◯ ◯ 和歌山県 ◯ × 鹿児島県 ◯ ×
新潟県 ◯ × 鳥取県 ◯ ◯ 沖縄県 ◯ ×

















































No. 都道府県名 重点地区名 施策の分類 立地条件
4 宮城県 景観重点区域都心ビジネスゾーン Ⅲ
8 茨城県 県庁周辺地区 Ⅳ
13 東京都 新宿駅周辺地区超高層エリア Ⅲ
14 神奈川県 日本大通り特定地区　 Ⅰ
22 静岡県 駿府公園周辺地区 Ⅰ
26 京都府 旧市街地型美観地区 Ⅰ
29 奈良県 大宮通景観形成重点地区 Ⅰ
31 鳥取県 久松山山系景観形成重点区域 Ⅱ
33 岡山県 後楽園背景保全地区 Ⅱ
39 高知県 景観形成重点地区 Ⅰ
41 佐賀県 城内景観形成地区 Ⅰ
43 熊本県 水前寺周辺地区 Ⅱ































































































長崎県庁舎は日建設計による設計で 1953 年に竣工した。県庁内では新庁舎建設の検討委員会が 1971 年































































































































































































代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 新築 1871 W1 開拓史 中川源左衛門 170㎡
2 新築 1873 W1 開拓史 560㎡ 1,180㎡
3 新築 1884 W2 開拓史 1,060㎡ 1,520㎡
4 脇本陣 1886 W1
5 新築 1888 B2 北海道庁営繕課 直営 1,650㎡ 4,920㎡
6 新築 1968 SRC12+U3 久米建築事務所 伊東組 3,585㎡ 55,652㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類





















4 新築 1882 W2 1,090㎡ 1,790㎡
5 新築 1948 W2
6 新築 1961 SRC6+U1 谷口吉郎 大林組 27,168㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類


















4 新築 1903 W2 小原益知 直営 2,250㎡ 4,490㎡
5 新築 1965 SRC12 山下寿朗設計事務所 鹿島建設 5,690㎡ 37,412㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
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代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 藩校 1871
2 新築 1931 RC3+U1 佐藤功一 大林組 2,530㎡ 9,910㎡
3 新築 1989 SRC18+U2 三菱地所 大林組他 11,447㎡ 72,472㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類





















6 新築 1879 W2 890㎡ 1,750㎡
7 新築 1939 W2 県営繕課 堀井永助 15,020㎡
8 新築 1959 RC6+U1 建設省営繕課 竹中工務店 6,648㎡ 27,927㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類














代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 水野家 1871
2 新築 1877 W3 1,260㎡ 1,590㎡
3 新築 1916 B3 田原新之助 分割請け負い 2,779㎡ 6,600㎡
4 新築 1975 SRC16+U2 山下設計 大成ほか 11,183㎡ 51,614㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類










代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 福島城 1869
2 新築 1880 W2 1,200㎡ 1,200㎡
3 新築 1907 W2 670㎡ 1,240㎡
4 新築 1940 RC1/W1 佐藤功一 竹中工務店 4,600㎡ 9,100㎡
5 新築 1954 RC5 山下寿朗設計事務所 竹中工務店 4,660㎡ 21,958㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類









































































































代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 水戸城 1871
2 新築 1915 W2/W1 1,550㎡ 1,850㎡
3 新築 1930 RC3+U1 置塩章 竹中工務店 2,552㎡ 10,306㎡
4 新築 1991 SRC/RC25+U3 松田平田設計 6,800㎡ 81,394㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類














代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 定願寺 1871
2 新築 1872 W1 570㎡ 570㎡
3 新築 1884 W2/W1
4 新築 1890 W2+W1 片山東熊 1,750㎡ 2,080㎡
5 新築 1938 RC4+U1 佐藤功一 戸田組 3,347㎡ 15,228㎡
6 新築 2007 SRC/RC/15+U2 日本設計 戸田、清水、大林 14,344㎡ 65,650㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類



















6 新築 1928 RC3 佐藤功一 清水組 1,914㎡ 5,973㎡
7 新築 1999 SRC/RC33 佐藤総合計画 83,503㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類













代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 北澤邸 1869
2 新築 1870 W1 1,170㎡ 1,170㎡
3 新築 1892 W2/W1 大迫直助 日本土木 1,050㎡ 1,450㎡
4 新築 1955 RC5 共同建築研究所 竹中工務店 26,037㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類


















4 新築 1874 W1 1,330㎡
5 新築 1912 B2+U1 矢橋賢吉・久野節 分割請け負い 2,280㎡ 5,830㎡
6 新築 1962 RC5 星野昌一・坪井善勝 大成建設 2,419㎡ 28,584㎡
7 新築 1996 SRC/RC20 松田平田設計 34,458㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類








代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 郡山藩邸 1868
2 新築 1894 B2 妻木頼黄 分割請け負い 4,010㎡ 7,600㎡
3 新築 1957 SRC8+U2 丹下健三 戸田組 3,197㎡ 31,350㎡
4 新築 1991 SRC48/34/07+U3 丹下健三 大成ほか 27,485㎡ 195,567㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類












代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 奉公所 1868
2 横浜税関 1883
3 新築 1913 B3 片山東熊・木子幸三郎 直営 2,400㎡ 6,410㎡
4 新築 1928 RC5+U1 小尾嘉郎原案・県 大成建設 3,070㎡ 18,291㎡
5 新築 1966 SRC13+U1 板倉建築事務所 鹿島建設 2,927㎡ 37,038㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類












代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 奉公所 1868
2 新築 1880 W2 990㎡ 1,990㎡
3 新築 1932 RC4 木子七郎 大林組 3,930㎡ 14,500㎡
4 新築 1985 SRC18 日建設計 鹿島ほか 23,684㎡ 45,498㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類











代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 富山城 1871
2 物産陳列館 1899
3 新築 1900 W2 1,180㎡ 2,360㎡
4 新築 1935 RC4 県（顧問：大熊喜邦） 戸田組 3,570㎡ 13,500㎡
5 新築 1961 RC4 2,234㎡ 10,005㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類























4 新築 1880 w2/w1 1,190㎡ 1,610㎡
5 新築 1924 RC3 矢橋賢吉・県 大倉土木 2,840㎡ 8,580㎡
6 新築 2002 RC/SRC20+U2 山下設計 68,975㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類











代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 阿部邸 1872
2 福井小学師範学校 1881
3 新築 1881 W2 940㎡
4 福井県師範学校 1899
5 新築 1923 RC2+U1 2,080㎡ 6,050㎡
6 新築 1981 SRC12+U3 日建設計 熊谷組 3,611㎡ 43,173㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類












代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 西方寺 1871
2 新築 1874 W1+W2 820㎡ 960㎡
3 新築 1913 W2 県 2,412㎡ 4,700㎡
4 新築 1968 SRC10+U1 建設省営繕局 大成建設 7,297㎡ 49,139㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
















































































4 新築 1888 B2 小原益知 日本土木 1,550㎡ 3,100㎡
5 新築 1939 RC4 佐藤功一・国枝博 大林組 3,590㎡ 15,540㎡
6 新築 1974 RC7 佐藤功一・国枝博 大林組 3,590㎡ 15,540㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類

















5 新築 1904 B２ 松室重光・一井九平 直営 2,840㎡ 4,720㎡
6 新築 1990 岡田新一 14,612㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類






















代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 西町奉公所 1868
2 新築 1872 B2 キンドル 直営 1,370㎡ 2,740㎡
3 新築 1925 RC6+RC3 平林金吾・岡本碧・府 大林・清水 6,400㎡ 30,490㎡
4 新築 1997 S/RC10 黒川紀章 28,746㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類










































































































代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 勤番役所 1868
2 新築 1868 W1 島屋久五郎 2,620㎡ 2,620㎡
3 オランダ領事館 1873
4 新築 1895 W2+W1 山口半六 同和組 2,320㎡ 4,470㎡
5 新築 1964 SRC9 兵庫県建築部 竹中工務店 1,822㎡ 24,905㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類














代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 一乗院 1871
2 享楽書院 1887
3 新築 1895 W2+W1 長野字平治 直営1 1,700㎡ 2,860㎡
4 新築 1965 RC6 建設省近畿地建 奥村組 7,799㎡ 17,440㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類





















代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 和歌山城 1871
2 新築 1876 W2+W1 1,290㎡ 1,390㎡
3 新築 1888 W2 鳥居菊助 日本土木
4 新築 1938 RC４ 県（顧問：内田祥三） 清水組 2,690㎡ 5,090㎡
5 新築 2007 RC10 梓・高松設計 清水組 11,552㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類













代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 藩勘定所 1871
2 １の改築 1875 W1 1,310㎡ 1,310㎡
3 新築 1885 W2 塩川幸次郎
4 新築 1944 W2 住宅営団 矢柴組 2,690㎡ 5,090㎡
5 新築 1962 RC7 建設省営繕局 熊谷組 4,320㎡ 23,532㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類

















代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 松平邸 1872
2 １の改築 1874 W1 1,110㎡ 1,110㎡
3 新築 1879 W2 360㎡ 720㎡
4 新築 1909 W2 県 2,150㎡ 4,100㎡
5 新築 1950 　　　 7,115㎡
6 新築 1959 RC6 建設省営繕局 大成建設 4,485㎡ 20,856㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類


































































































































代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 岡山藩聴断局 1871
2 新築 1879 W2+W1 鹿島岩蔵 1,150㎡ 1,480㎡
3 新築 1957 RC9 前川国男 竹中工務店 3,725㎡ 25,717㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類





















5 新築 1878 W2 1,300㎡ 2,000㎡
6 新築 1956 RC6+U1 日建設計 大成建設 6,973㎡ 33,296㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類














代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 山口藩庁 1871
2 新築 1916 B2 武田五一・大熊喜邦 大岩組 3,230㎡ 6,280㎡
3 新築 1984 SRC15+U1 日建設計 大林組ほか 10,283㎡ 72,000㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類












代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 蜂須賀邸 1871
2 新築 1930 RC3 県（顧問：佐野利器） 大林組 2,748㎡ 8,756㎡
3 新築 1986 SRC11 日本設計 大成ほか 5,537㎡ 54,135㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類













































5 新築 1894 W2 2,130㎡ 4,260㎡
6 高松高等女学校 1945
7 新築 1948 W2/RC3
8 新築 1958 RC8+RC3 丹下健三 大林組 2,510㎡ 12,066㎡
9 新築 2000 SRC22 丹下健三 3,001㎡ 41,464㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類













代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 松山城三の丸 1871
2 新築 1878 W1 1,880㎡ 1,880㎡
3 新築 1909 W2 270㎡ 540㎡
4 新築 1929 RC4 木子七郎 安藤組 2,080㎡ 8,740㎡
5 新築 1980 SRC11 1,651㎡ 20,398㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類













代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 高知城 1871
2 吸江病院 1884
3 新築 1920 B2 県（西村・八島震） 1,900㎡ 3,770㎡
4 新築 1962 RC6+U1 岸田建築研究所 清水建設 6,710㎡ 23,694㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類















代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 下名島町会所 1871
2 福岡城 1871
3 新築 1876 W1 2,460㎡ 2,460㎡
4 新築 1915 B2 大蔵省臨時建築部＋県 岩崎組 2,860㎡ 7,920㎡
5 新築 1981 SRC11+U3 黒川紀章 鹿島ほか 17,470㎡ 77,082㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類











代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 佐賀城 1871
2 佐賀中学校 1883
3 新築 1887 W2 永井市兵衛 1,030㎡ 2,000㎡
4 新築 1950 RC3 阿部美樹志+城富久治 大林 2,200㎡ 6,700㎡
5 新築 1991 SRC11+U3 2,156㎡ 37,227㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類

















代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 長崎奉公所 1868
2 新築 1874 W2 1,050㎡ 1,500㎡
3 新築 1876 W2 540㎡ 1,080㎡
4 新築 1911 B3 山田七五郎 直営 2,790㎡ 7,580㎡
5 新築 1947 W2
6 新築 1953 RC5 日建設計 清水 3,787㎡ 14,468㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類












代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 細川邸 1871
2 熊本城二の丸 1871
3 新築 1872 W1 1,000㎡ 1,000㎡
4 古城病院 1875
5 新築 1887 W2 船越欣哉
6 新築 1946 W2
7 新築 1967 SRC12+U2 久米建築事務所 鹿島建設 4,727㎡ 45,105㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
















4 新築 1921 B2 清水組 2,200㎡ 4,860㎡
5 新築 1962 SRC9+U1 建設省九州地建 梅林建設 5,707㎡ 29,488㎡
6 新築 2003 SRC16
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類




















代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 日田代官手代所 1868
2 新築 1873 W1 820㎡ 820㎡
3 新築 1931 RC3+U1 置塩章 大林組 2,498㎡ 9,694㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
















4 新築 1879 W2 630㎡ 1,250㎡
5 新築 1925 RC2 曽繭中篠建築事務所 岩崎組 3,070㎡ 6,730㎡
6 新築 1996 SRC20 佐藤総合計画 78,622㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類












代 新築・転用 竣工 構造階数 設計者 施工者 建築面積 述べ床面積
1 薩摩藩役宅 1879
2 新築 1881 W1 1,110㎡ 1,110㎡
3 新築 1920 W2 中篠精一郎
4 新築 1953 RC4 松田平田設計 国場組 1,060㎡ 4,992㎡
5 新築 1990 SRC14+U2 黒川紀章 大成ほか 4,746㎡ 78,243㎡
建築概要
低層 中高層 超高層 運営方式 立地条件 景観計画 重点地区 施策の分類
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床面積 階数 低層 中高層 超高層
北海道 1968 久米建築事務所 55,652㎡ 12 1 2 0
青森県 1961 谷口吉郎 27,168㎡ 8 0 3 0
岩手県 1965 山下設計 37,412㎡ 12 0 0 0
宮城県 1989 三菱地所 72,472㎡ 18 0 0 0
秋田県 1959 建設省営繕課 27,927㎡ 7 0 2 0
山形県 1975 山下設計 51,614㎡ 16 0 0 0
福島県 1954 山下設計 21,958㎡ 5 0 1 0
茨城県 1999 松田平田設計 81,394㎡ 25 0 0 0
栃木県 2007 日本設計 65,650㎡ 15 2 0 0
群馬県 1999 佐藤総合計画 83,503㎡ 33 0 0 0
埼玉県 1955 共同建築研究所 26,037㎡ 5 3 1 0
千葉県 1996 松田平田設計 34,458㎡ 20 0 2 0
東京都 1991 丹下健三 195,567㎡ 45 0 0 1
神奈川県 1928 小尾嘉郎原案・県 37,038㎡ 5 0 3 0
新潟県 1985 日建設計 45,498㎡ 18 0 0 0
富山県 1935 県（顧問：大熊喜邦） 10,005㎡ 5 2 0 0
石川県 2002 山下設計 68,975㎡ 19 0 0 0
福井県 1981 日建設計 43,173㎡ 11 0 0 0
山梨県 1963 明石信道 10,414㎡ 8 2 1 0
長野県 1968 建設省営繕局 49,139㎡ 10 2 0 0
岐阜県 1966 日建設計 43,530㎡ 12 1 0 0
静岡県 1970 日建設計 25,159㎡ 16 1 1 0
愛知県 1938 西村好時・渡辺仁・県 33,705㎡ 6 0 1 0
三重県 1964 東畑建築事務所 29,467㎡ 8 1 0 0
滋賀県 1939 佐藤功一・国枝博 15,540㎡ 4 2 2 0
京都府 1990 岡田新一 14,612㎡ 6 1 1 0
大阪府 1925 平林金吾・岡本碧・府 28,746㎡ 6 0 3 0
兵庫県 1964 兵庫県建築部 24,905㎡ 13 1 2 0
奈良県 1965 建設省近畿地建 17,440㎡ 6 1 1 0
和歌山県 1938 県（顧問：内田祥三） 11,552㎡ 4 0 3 0
鳥取県 1962 建設省営繕局 23,532㎡ 7 0 1 0
島根県 1959 建設省営繕局 20,856㎡ 6 4 1 0
岡山県 1957 前川国男 25,717㎡ 9 3 0 0
広島県 1956 日建設計 33,296㎡ 6 3 1 1
山口県 1984 日建設計 72,000㎡ 15 1 0 0
徳島県 1986 日本設計 54,135㎡ 11 0 0 0
香川県 2000 丹下健三 41,464㎡ 21 0 2 0
愛媛県 1929 木子七郎 20,398㎡ 4 0 2 0
高知県 1962 岸田建築研究所 23,694㎡ 6 1 1 0
福岡県 1981 黒川紀章 77,082㎡ 11 0 0 0
佐賀県 1991 安井建築設計事務所 37,227㎡ 12 1 0 0
長崎県 1953 日建設計 14,468㎡ 6 1 3 0
熊本県 1967 久米建築事務所 45,105㎡ 13 0 1 0
大分県 1962 建設省九州地建 29,488㎡ 9 0 1 1
宮崎県 1931 置塩章 9,694㎡ 3 5 5 0
鹿児島県 1996 佐藤総合計画 78,622㎡ 18 0 0 0













































































低層分庁型 2 4 2
中高層本庁型 2 3 1
2中高層分庁型 1 1 5 11
超高層本庁型 1 2 3 1
超高層分庁型 1 1 2 2









































































































































































































































































































































































































































設計年 記載No 都道府県名 設計年 記載No 都道府県名
1 広島県 1956 建築文化1956.10 11 宮城県 1989 新建築1989
2 東京都 1958 新建築1958.6 12 沖縄県 1990 新建築1990.10
3 奈良県 1965 新建築1965.5 13 東京都 1991 新建築1991.6
4 岩手県 1965 建築文化1965.7 14 千葉県 1996 設計社HP
5 神奈川県 1966 新建築1966.9 15 鹿児島県 1996 新建築1997.3
6 静岡県 1970 新建築1970.8 16 茨城県 1999 新建築1999.8
7 福井県 1981 新建築1982.4 17 群馬県 1999 新建築2013.10
8 山口県 1984 公共建築1985 18 香川県 2000 新建築2000.6
9 新潟県 1985 新建築1985.9 19 栃木県 2007 設計社HP
















































































































































































































































































































































































































































































































































【A】 【B】 【C】 【D】 【E】 【F】
32,491㎡ 19,512㎡ 41,358㎡ 30,271㎡ 78,195㎡ 91,044㎡
　表８に戦後 庁舎を移転した都県の一覧とその前後 立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条
























































































































































































































































































設計年 記載No 都道府県名 設計年 記載No 都道府県名
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9 新潟県 1985 新建築1985.9 19 栃木県 2007 設計社HP
















































































































































































































































































































































































































































































































































【A】 【B】 【C】 【D】 【E】 【F】
32,491㎡ 19,512㎡ 41,358㎡ 30,271㎡ 78,195㎡ 91,044㎡
　表８に戦後 庁舎を移転した都県の一覧とその前後 立地類型
化、旧庁舎保存の有無、跡地の現在の状況を示す。移転先の立地条































































































































































































































































































































5 秋田県 1959 A E 取り壊し 空地（かつては産業会館）
6 山形県 1975 C E 保存 郷土館、資料館として使用
8 茨城県 1999 A F 保存 三の丸庁舎として使用
13 東京都 1991 A F 取り壊し 東京国際フォーラム
15 新潟県 1985 C F 取り壊し 新潟市庁舎
17 石川県 2002 A E 一部保存 レストランや会議場として使用
21 岐阜県 1966 C E 一部保存 閉鎖中（2013年まで総合庁舎として使用）
40 福岡県 1981 C F 取り壊し アクロス福岡
43 熊本県 1967 C F 取り壊し 交通センター











































































































































































































No. 都道府県名 重点地区名 施策の分類 立地条件
4 宮城県 景観重点区域都心ビジネスゾーン Ⅲ
8 茨城県 県庁周辺地区 Ⅳ
13 東京都 新宿駅周辺地区超高層エリア Ⅲ
14 神奈川県 日本大通り特定地区　 Ⅰ
22 静岡県 駿府公園周辺地区 Ⅰ
26 京都府 旧市街地型美観地区 Ⅰ
29 奈良県 大宮通景観形成重点地区 Ⅰ
31 鳥取県 久松山山系景観形成重点区域 Ⅱ
33 岡山県 後楽園背景保全地区 Ⅱ
39 高知県 景観形成重点地区 Ⅰ
41 佐賀県 城内景観形成地区 Ⅰ
43 熊本県 水前寺周辺地区 Ⅱ























































































































































































5 秋田県 1959 A E 取り壊し 空地（かつては産業会館）
6 山形県 1975 C E 保存 郷土館、資料館として使用
8 茨城県 1999 A F 保存 三の丸庁舎として使用
13 東京都 1991 A F 取り壊し 東京国際フォーラム
15 新潟県 1985 C F 取り壊し 新潟市庁舎
17 石川県 2002 A E 一部保存 レストランや会議場として使用
21 岐阜県 1966 C E 一部保存 閉鎖中（2013年まで総合庁舎として使用）
40 福岡県 1981 C F 取り壊し アクロス福岡
43 熊本県 1967 C F 取り壊し 交通センター











































































































































































































No. 都道府県名 重点地区名 施策の分類 立地条件
4 宮城県 景観重点区域都心ビジネスゾーン Ⅲ
8 茨城県 県庁周辺地区 Ⅳ
13 東京都 新宿駅周辺地区超高層エリア Ⅲ
14 神奈川県 日本大通り特定地区　 Ⅰ
22 静岡県 駿府公園周辺地区 Ⅰ
26 京都府 旧市街地型美観地区 Ⅰ
29 奈良県 大宮通景観形成重点地区 Ⅰ
31 鳥取県 久松山山系景観形成重点区域 Ⅱ
33 岡山県 後楽園背景保全地区 Ⅱ
39 高知県 景観形成重点地区 Ⅰ
41 佐賀県 城内景観形成地区 Ⅰ
43 熊本県 水前寺周辺地区 Ⅱ
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ようになった。また、伝統工芸の活用や地場産材の使用など、地域
の固有性を表現するようになった。
・都市的役割という側面では、現在の都道府県庁舎の立地条件を類
型化し、戦後に庁舎を移転した背景には敷地面積の拡大があること
を示した。また、その他の要因として都市域の拡大があり、特に
1960 年代、1970 年代ではその側面が顕著であった。しかし、それ
らの事例では旧庁舎の跡地は空地や閉鎖中であり、庁舎移転が中心
市街地衰退の一因となり得ることを示した。
・また、近年の跡地活用事例では、旧庁舎を従来の博物館的な保存
ではなく、増築部分を付加することで新たな価値を創出し、庁舎移
転による都心の沈滞化を防ぐ手法もある。
５−２.今後の都道府県庁舎整備における展望
　以上の分析結果とヒヤリング調査を踏まえて、以下に今後の都道
府県庁舎整備における展望を述べる。
・1950 年代、1960 年代に建設された庁舎が未だ現役であること、
庁舎の分散化によって業務への支障が常態化していることを考える
と、今後都道府県庁舎の更新事例は増加すると考えられる。また、
年々、庁舎に対する要求性能が向上していることを考慮すると、そ
の建設費も高騰するであろう。然らば、県有施設全体のマネジメン
トの重要性、及び、庁舎更新の際には必ずしも面積拡大だけが選択
肢ではない事を考慮する必要がある。
・地方都市において庁舎の職員規模は有数のものであり、立地が地
域の経済に与える影響は大きく、そのことを考えると街中にあるこ
とが望ましいが、同時に市民利用度が必ずしも高くないことも考慮
すべきである。街中にある都道府県庁舎の意義として職員の執務空
間としてだけでなく、来訪者に対して観光情報を発信することや防
災時の避難施設などソフトとしての機能を充実させることが街に対
して果たすことができる役割であると言える。
